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表紙

株式会社

当社は、第57回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、個別注記
表及び連結注記表につきましては、法令及び当社定款第24条の規定に基づき、当社
ホームページ（https://www.itoen.co.jp/finance_ir/library/）に掲載することに
より株主の皆さまに提供しております。

第57回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

個　別　注　記　表

連　結　注　記　表
（2021年５月１日から2022年４月30日まで）
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個別注記表

有形固定資産
（リース資産除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物並びに工具器具備品につきましては、
定額法によっております。

建物 31～50年
構築物 10～20年
機械及び装置  8 ～10年
工具器具備品  4 ～ 8年

（主な耐用年数）

　無形固定資産
（リース資産除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）につ
きましては、社内における利用可能期間
（５～10年）に基づく定額法によってお
ります。

個 別 注 記 表

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　棚卸資産 総平均法による原価法（収益性低下による

簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

－ 1 －
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個別注記表

リース資産
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に
係るリース資産）

リース期間を基準とした耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。ただし、リース資産のうち自動販売機
については、経済的使用可能予測期間を勘
案した期間を耐用年数としております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が2008年
４月30日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

長期前払費用 定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権につきましては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につきましては、
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、
支給見込額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。

－ 2 －
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個別注記表

(5) 外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直
物為替相場により円換算し、為替差額は損
益として処理しております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の
費用処理の方法
過去勤務費用は、従業員の平均残存勤
務期間（主として14年）による定額
法により、費用処理しております。
数理計算上の差異は、従業員の平均残
存勤務期間（主として14年）による
定額法により、翌事業年度から費用処
理しております。

(4)  収益及び費用の計上基準
当社における収益は、主に茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販

売によるものです。
茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販売の履行義務は、顧客が当

該製品の支配の獲得を行うことです。当該履行義務は、顧客に物品を納品した時
点で充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

当社における茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販売について、
リベートを付して販売する場合、取引価格は、契約において顧客と約束した対価
から当該リベートの見積額を控除した金額で算定しております。当該リベートの
内容は、販売数量や販売金額等の一定の目標の達成等を条件とした販売手数料や
販促施策等を行った際に支払う販売協賛金です。当該リベートの見積りは、過去
の実績等に基づく最頻値法を用いております。また、収益は、重大な戻入れが生
じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重
大な金融要素を含んでおりません。

－ 3 －
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個別注記表

(6) ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。な

お、為替予約及び通貨スワップについては
振当処理の要件を満たしている場合は振当
処理を、金利スワップについては特例処理
の要件を満たしている場合は特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ取引、為替予約取引、通貨ス

ワップ取引
ヘッジ対象 借入金の利息、外貨建債務及び外貨建予定

取引、外貨建借入金
ヘッジ方針 為替予約取引に関しましては実需の範囲内

での利用としており、通貨スワップ取引は
ヘッジ対象の外貨建借入金の元本金額及び
期間と一致させて利用しております。ま
た、金利スワップ取引は借入金額の範囲内
での利用としております。なお、当社では
内部規程である「デリバティブ取引運用規
程」に基づき、為替予約取引、通貨スワッ
プ取引及び金利スワップ取引を行っており
ます。

ヘッジの有効性の評価方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累
積又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累積又は相場変動を比較
し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ
有効性を評価しております。ただし、振当
処理及び特例処理によっているものについ
ては、有効性の評価を省略しております。

(7) その他計算書類作成のための重要な事項
①　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の

会計処理方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

－ 4 －



2022/06/23 15:22:11 / 22857543_株式会社伊藤園_招集通知：Web開示

個別注記表

2.　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以
下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これによる主な変更点は従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました販
売手数料等の顧客に支払われる対価の一部について、取引価格から減額する方法
に変更している点であります。

この結果、当事業年度の売上高は58,116百万円減少、売上原価は77百万円増
加、販売費及び一般管理費は58,193百万円減少しております。なお、営業利
益、経常利益、税引前当期純利益及び利益剰余金の当期首残高への影響はありま
せん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。

以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算
定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　
2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま
す。これによる、計算書類に与える影響はありません。

－ 5 －
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 54,677百万円

短期金銭債権 3,137百万円
短期金銭債務 4,435百万円
長期金銭債権 2百万円
長期金銭債務 119百万円

同法律第10条に定める再評価を行った事業
用土地の当事業年度末における時価の合計
額が、当該事業用土地の再評価後の帳簿価
額の合計額を下回る額

182百万円

3.　貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(3) 未収入金の内訳
　未収入金には製造委託先への原材料の有償支給6,239百万円が含まれておりま
す。

(4) 事業用土地の再評価に関する事項
　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事
業用の土地の再評価を行い、当該評価差額金に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令
（1998年３月31日公布　政令第
119号）第２条第３号に定める土
地課税台帳（2000年１月１日基
準日）に登録されている価格に、
公示価格等との差異分析及び不動
産鑑定士による鑑定評価等を勘案
し、合理的な調整を行って算出し
ております。

再評価を行った年月日 2000年４月30日

－ 6 －
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個別注記表

当座貸越限度額
及び貸出コミットメントの総額

16,500百万円

借入実行残高 －百万円
差引：借入未実行残高 16,500百万円

㈲豊後大分有機茶生産組合 174百万円
ITO EN(North America)INC. 14,818百万円

売上高 7,711百万円
仕入高 49,647百万円

営業取引以外の取引高 2,015百万円
有償支給高 8,015百万円

普通株式 1,004,852株
第１種優先株式 1,487,570株

(5) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に関する事項
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約及び
取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末にお
ける当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は以下の
とおりであります。

(6) 債務保証に関する事項
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

4.　損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

(2) 助成金収入に関する事項
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、政府や各自治体から支給された
給付金等を助成金収入として特別利益に計上しております。
　なお、助成金収入の内訳は、雇用調整助成金が3百万円、営業時間短縮に係る
感染拡大防止協力金が95百万円であります。

5.　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数

－ 7 －
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個別注記表

（繰延税金資産）
未払事業税 243百万円
賞与引当金 869百万円
販売手数料 312百万円
その他有価証券評価損 354百万円
退職給付引当金 2,774百万円
子会社株式評価損 3,178百万円
その他 597百万円
繰延税金資産小計 8,329百万円
評価性引当額 △3,600百万円
繰延税金資産合計 4,728百万円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 232百万円
長期資産除去債務 22百万円
その他有価証券評価差額金 347百万円
繰延税金負債合計 602百万円
繰延税金資産の純額 4,126百万円

法定実効税率 30.6％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1％
税額控除 △0.5％
住民税均等割 1.1％
評価性引当額 0.0％
その他 △0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.3％

6.　税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
主な項目別の内訳

－ 8 －
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個別注記表

建物
取得価額相当額 85百万円
減価償却累計額相当額 63百万円
期末残高相当額 21百万円

１年以内 5百万円
１年超 26百万円
合計 32百万円

支払リース料 7百万円
減価償却費相当額 4百万円
支払利息相当額 2百万円

１年以内 220百万円
１年超 1,424百万円
合計 1,645百万円

7.　リースにより使用する固定資産に関する注記
(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引
　リース取引開始日が2008年４月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりま
す。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法 リース期間を基準とした耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。

利息相当額の算定方法 リース料総額(維持管理費用相当額を除く)
とリース物件の取得価額相当額との差額を
利息相当額とし、各期への配分方法につき
ましては、利息法によっております。

(2) オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）
未経過リース料

－ 9 －
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種類 会社名
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主 グ リ ー ン コ ア
株 式 会 社

被所有
直接 19.97％

保険の代理
店業務等

保険の代理店業務
(注１) 22 － －

主要株主 富 士 リ ゾ ー ト
株 式 会 社 － ゴルフ場の

利用等
ゴルフ場の利用
(注１,２,３) 26

ゴルフ
会員権

未払費用

902

1

主要株主
株 式 会 社
グ レ ー ト
ア イ ラ ン ド
倶 楽 部

－ 製品の販売等 製品の販売（注
１,３） 12 売掛金 1

主要株主 株 式 会 社
洛 龍 菴 － 福利厚生施

設の利用等
福利厚生施設の利
用（注１,３） 16 － －

種類 会社名
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子 会 社
ITO EN
(North

America)
INC.

所有
直接　100％

債務の
保証

外部借入に対する
債務の保証(注) 14,818 － －

保証料の受入(注) 11 － －

8.　関連当事者との取引に関する注記
(1) 法人主要株主等

（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
（注２）ゴルフ会員権の購入金額は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条

件に基づいて決定しております。
（注３）富士リゾート㈱は、ゴルフ場の運営を行っている㈱グレートアイランド倶

楽部が、その議決権の100％を直接所有している同社の子会社でありま
す。また、㈱グレートアイランド倶楽部及び㈱洛龍菴はグリーンコア㈱
が、その議決権の100％を直接所有している同社の子会社であります。

(2) 子会社等
（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）保証料は、両社の協議により合理的に決定しております。
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１株当たり純資産額 1,290円96銭
１株当たり当期純利益 99円24銭

１株当たり純資産額 1,295円96銭
１株当たり当期純利益 109円21銭

損益計算書上の当期純利益 12,360百万円
普通株式に係る当期純利益 8,753百万円
第１種優先株式に係る当期純利益 3,606百万円
普通株式の期中平均株式数 88,205千株
第１種優先株式の期中平均株式数 33,028千株

9.　収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）
　「1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記　（4）収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

10.　１株当たり情報に関する注記
(1) 普通株式に係る１株当たり情報

(2) 第１種優先株式に係る１株当たり情報

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎
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① 退職給付債務 △8,955百万円
② 年金資産 －百万円
③ 未積立退職給付債務（①＋②） △8,955百万円
④ 未認識過去勤務費用 △206百万円
⑤ 未認識数理計算上の差異 100百万円
⑥ 退職給付引当金（③＋④＋⑤） △9,060百万円

① 勤務費用 614百万円
② 利息費用 49百万円
③ 過去勤務費用の費用処理額 △31百万円
④ 数理計算上の差異の費用処理額 27百万円
⑤ 小計（①＋②＋③＋④） 660百万円
⑥ 確定拠出年金掛金支払額 901百万円
⑦ 退職給付費用（⑤＋⑥） 1,561百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
② 割引率 0.71％
③ 過去勤務費用の処理年数 従業員の平均残存勤務期間（主として

14年）による定額法により、按分した
額を費用処理しております。

④ 数理計算上の差異の処理年数 従業員の平均残存勤務期間（主として
14年）による定額法により、按分した
額を翌事業年度から費用処理しておりま
す。

11.　退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けております。

(2) 退職給付債務に関する事項（2022年４月30日現在）

(3) 退職給付費用に関する事項（自　2021年５月１日　至　2022年４月30日)

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

12.　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13.　その他の注記事項
　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　31社　伊藤園産業㈱、㈱沖縄伊藤園、
㈱伊藤園関西茶業、
タリーズコーヒージャパン㈱、
伊藤園・伊藤忠ミネラルウォーターズ㈱、
チチヤス㈱、ネオス㈱、
ITO EN (Hawaii)LLC、
ITO EN (North America)INC.、
Mason Distributors, Inc.、
Distant Lands Trading Co.、
ITO EN AUSTRALIA PTY. LIMITED、
ITO EN Asia Pacific Holdings Pte. Ltd.、
福建新烏龍飲料有限公司、
伊藤園飲料（上海）有限公司　他16社

非連結子会社の数　　　　　　3社　寧波舜伊茶業有限公司
他2社

　非連結子会社につきましては、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
さないため、連結の範囲から除外しております。なお、非連結子会社につきまし
ては、全て持分法を適用しております。
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(2) 持分法の適用に関する事項
持分法適用非連結子会社の数　3社　寧波舜伊茶業有限公司

他２社
持分法適用関連会社の数　　　３社　トーウンロジテム㈱

他２社

　持分法を適用していない関連会社（㈱濱野製茶他４社）は、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため持分法の適用範囲から除外しております。
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
事業年度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、福建新烏龍飲料有限公司、伊藤園飲料（上海）有限公司の
決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては連結子会社の直近の四半期決算日である３月
31日時点の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
棚卸資産 総平均法による原価法（収益性低下による

簿価切下げの方法）
なお、在外連結子会社につきましては、先
入先出法又は移動平均法による低価法によ
っております。
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有形固定資産
（リース資産除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物並びに当社の工具、器具及び備品につ
いては、定額法によっております。なお、
在外連結子会社につきましては定額法によ
っております。

建物及び構築物 31～50年
機械装置及び運搬具 ８～10年
工具、器具及び備品 ４～８年

（主な耐用年数）

　無形固定資産
（リース資産除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）につ
きましては、社内における利用可能期間
（５～10年）に基づく定額法によってお
ります。

リース資産
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に
係るリース資産）

リース期間を基準とした耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。ただし、リース資産のうち自動販売機
については、経済的使用可能予測期間を勘
案した期間を耐用年数としております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が2008年
４月30日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

－ 15 －
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退職給付見込額の期間帰属方法…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法…過去勤務費用は、従業員の平均残存勤務期
間（主として14年）による定額法によ
り、費用処理しております。
数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤
務期間（主として14年）による定額法に
より、翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

小規模企業等における簡便法の採用…一部の連結子会社は、退職給付に係る負債
及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を採用しておりま
す。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権につきましては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につきましては、
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、従業員に対す
る賞与の支給に備えるため、支給見込額の
うち当連結会計年度の負担額を計上してお
ります。

④　退職給付に係る会計処理の方法
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⑤　収益及び費用の計上基準
当社グループは、リーフ・ドリンク関連事業、飲食関連事業及びその他の関

連事業を行っており、それぞれ以下のとおり収益を認識しております。

リーフ・ドリンク関連事業
　リーフ・ドリンク関連事業セグメントにおける収益は、主に茶葉（リーフ）
製品及び飲料（ドリンク）製品の販売によるものです。
　茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販売の履行義務は、顧客が
当該製品の支配の獲得を行うことです。当該履行義務は、顧客に物品を納品し
た時点で充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　リーフ・ドリンク関連事業セグメントにおける茶葉（リーフ）製品及び飲料
（ドリンク）製品の販売について、リベートを付して販売する場合、取引価格
は、契約において顧客と約束した対価から当該リベートの見積額を控除した金
額で算定しております。当該リベートの内容は、販売数量や販売金額等の一定
の目標の達成等を条件とした販売手数料や販促施策等を行った際に支払う販売
協賛金です。当該リベートの見積りは、過去の実績等に基づく最頻値法を用い
ております。また、収益は重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲で
のみ認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。

飲食関連事業
　飲食関連事業セグメントにおける収益は、主に店舗売上とフランチャイズチ
ェーン契約に基づく加盟金収入及びロイヤリティ収入によるものです。
　店舗売上の履行義務は、顧客からの注文に基づくコーヒー等の商品の提供を
行うことです。当該履行義務は、顧客から対価を収受し、顧客へコーヒー等を
提供した時点で充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　また、フランチャイズチェーン契約に基づく加盟金収入及びロイヤリティ収
入の履行義務は、商標その他営業上の象徴の使用許諾、マニュアル等のノウハ
ウの開示、研修及び各種情報の提供その他の支援を行うことです。当該履行義
務は、契約期間にわたり時の経過に基づいて充足されるものであり、当該履行
義務が充足される契約期間において、各月で収益を認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。なお、フランチャイズチェーン契約に基
づく加盟金収入は、全額を契約時に前受で受領しております。
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⑥　重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

…外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は、期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含
めております。

その他の関連事業
　その他の関連事業セグメントにおける収益は、主にサプリメントの販売及び
自動販売機のメンテナンスの提供によるものです。
　その他の関連事業セグメントにおけるサプリメントの販売、自動販売機のメ
ンテナンスの提供については、顧客が約束された資産に対する支配の獲得を
し、履行義務を充足した時点で収益を認識します。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。
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⑦　重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。な
お、為替予約及び通貨スワップについては
振当処理の要件を満たしている場合は振当
処理を、金利スワップについては特例処理
の要件を満たしている場合は特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ取引、為替予約取引、通貨ス

ワップ取引
ヘッジ対象 借入金の利息、外貨建債務及び外貨建予定

取引、外貨建借入金
ヘッジ方針 為替予約取引に関しましては実需の範囲内

での利用としており、通貨スワップ取引は
ヘッジ対象の外貨建借入金の元本金額及び
期間と一致させて利用しております。ま
た、金利スワップ取引は借入金額の範囲内
での利用としております。なお、当社では
内部規程である「デリバティブ取引運用規
程」に基づき、為替予約取引、通貨スワッ
プ取引及び金利スワップ取引を行っており
ます。

ヘッジの有効性の評価方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累
積又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累積又は相場変動を比較
し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ
有効性を評価しております。ただし、振当
処理及び特例処理によっているものについ
ては、有効性の評価を省略しております。

⑧　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんにつきましては、主として18年の定額法により償却を行っておりま
す。ただし、重要性のないものにつきましては、発生年度に全額償却しており
ます。
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2.　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以
下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束
した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これによる主な変更点は以下のとおりであります。

１．従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました販売手数料等の顧客に支
払われる対価の一部について、取引価格から減額する方法に変更しておりま
す。

２．受領時に収益認識していたフランチャイズ契約に基づく加盟金収入について
は、契約期間にわたって合理的な基準に基づき収益認識する方法に変更して
おります。

３．有償支給取引においては、従来は有償支給した原材料等について消滅を認識
しておりましたが、当該取引において買い戻す義務を負っていることから、
有償支給した原材料等について消滅を認識しないことといたしました。な
お、当該取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書き
に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会
計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余
金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、
当連結会計年度の売上高は60,546百万円減少、売上原価は77百万円増加、販売
費及び一般管理費は60,745百万円減少、営業利益、経常利益及び税金等調整前
当期純利益はそれぞれ121百万円増加しております。

また、当連結会計年度末において、商品及び製品が693百万円増加、原材料及
び貯蔵品が986百万円増加、繰延税金資産が127百万円増加、その他の流動負債
が2,049百万円増加、利益剰余金が241百万円減少しております。
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ネオス㈱に係る有形固定資産 2,083百万円
ネオス㈱に係る減損損失 1,315百万円

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。

以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時
価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10
号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしており
ます。これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

3.　会計上の見積りに関する注記
1.ネオス㈱に係る固定資産の減損損失
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社連結子会社のネオス㈱に係る固定資産の減損の兆候の有無を把握するに
あたり、単一の事業を行っていることから、全ての事業用資産を単一の資産グ
ループとしており、減損の兆候がある場合に減損損失の認識の判定を行い、割
引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。将来キャッシュ・フ
ローの見積りは、同社の事業計画を基礎としております。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、新型コロナウイルス

感染症の収束時期及び収束後の顧客の需要回復水準、並びに自販機設備投資関
連の見直しによる費用削減の施策の効果であります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の

不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必
要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があ
ります。
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タリーズコーヒージャパン㈱に係る有形固定資産 4,509百万円
タリーズコーヒージャパン㈱に係る無形固定資産 163百万円
タリーズコーヒージャパン㈱に係る減損損失 573百万円

2.タリーズコーヒージャパン㈱に係る固定資産の減損損失
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社連結子会社のタリーズコーヒージャパン㈱に係る固定資産の減損の兆候
の有無を把握するにあたり、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す
最小単位としており、減損の兆候がある店舗について減損損失の認識の判定を
行い、各店舗の割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合
には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。将
来キャッシュ・フローの見積りは、店舗ごとの事業計画を基礎としておりま
す。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、立地区分ごとの売上

高の回復水準及び、高騰しているコーヒー豆の価格水準の想定であります。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の
不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必
要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があ
ります。
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繰延税金資産 6,701百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 88,271百万円

㈲豊後大分有機茶生産組合 174百万円

3.繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第26号 2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当連結
会計年度末における将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来
の税金負担額を軽減することができる範囲内で計上しております。計上に当た
っては、事業計画に基づく一時差異等加減算前課税所得の見積りを行っており
ます。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
一時差異等加減算前課税所得の算出に用いた主要な仮定は、事業計画に当た

り考慮した当社グループの経営環境及び市場動向、事業上のリスクなど不確実
性の高い様々な要因に関するものであります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の

不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必
要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があ
ります。

4.　連結貸借対照表に関する注記

(2) 債務保証に関する事項
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
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場所 用途 種類 減損損失

東京都千代田区等 店舗等
（タリーズコーヒージャパン㈱） 建物他 573

東京都江東区等 自動販売機
（ネオス㈱） リース資産 1,315

5.　連結損益計算書に関する注記
(1) 助成金収入に関する事項

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、政府や各自治体から支給された給
付金等を助成金収入として特別利益に計上しております。

なお、助成金収入の内訳は、雇用調整助成金が125百万円、営業時間短縮に係る
感染拡大防止協力金が1,944百万円であります。

(2) 新型コロナウイルス感染症による損失に関する事項
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を背景とした政府及び自治体の要請等に基

づき、実施した休業に係る人件費を特別損失として計上しております。

(3) 減損損失に関する事項
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。
（単位：百万円）

当社連結子会社のタリーズコーヒージャパン㈱ではキャッシュ・フローを生み
出す最小単位として、店舗毎を基本単位とした資産のグルーピングを行っており
ます。上記のうち営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマイナス、
又はマイナスとなる見込みである店舗等の、当連結会計年度末時点における該当
する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として573百万円（建
物及び構築物517百万円、工具、器具及び備品50百万円、その他6百万円）を計
上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値
はゼロと算定しております。

当社連結子会社のネオス㈱は単一の事業を行っていることから、全ての事業用
資産を単一の資産グループとしております。同社は継続的に営業損益がマイナス
となっていることから、対象となる固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額
することとし、減損損失として1,315百万円（リース資産1,315百万円）を計上
しております。なお、回収可能価額は将来の事業計画に基づいた使用価値により
算定しております。また、使用価値の算定の際に適用した割引率は10.71％を用
いております。
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普通株式 89,212,380株
第１種優先株式 34,246,962株

決　議 株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年 7 月27日
定時株主総会 普通株式 1,764 20 2021年 4 月30日 2021年 7 月28日

2021年 7 月27日
定時株主総会

第１種
優先株式 826 25 2021年 4 月30日 2021年 7 月28日

2021年11月29日
取締役会 普通株式 1,764 20 2021年10月31日 2022年 1 月14日

2021年11月29日
取締役会

第１種
優先株式 826 25 2021年10月31日 2022年 1 月14日

計 5,180

決　議　予　定 株式の
種類

配当金
の総額

(百万円)
配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年 7 月28日
定時株主総会 普通株式 1,764 利益剰余金 20 2022年 4 月30日 2022年 7 月29日

2022年 7 月28日
定時株主総会

第１種
優先株式 818 利益剰余金 25 2022年 4 月30日 2022年 7 月29日

計 2,583

普通株式 274,100株

6.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(2) 配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く）の目的となる株式の種類及び数
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7.　金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に飲料の販売及び飲食店の経営を行うための事業計画に照
らして、必要な資金を銀行借入及び社債により調達しております。一時的な余資
の運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒され
ております。当該リスクに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握する体制として
おります。
　営業債務である買掛金及び未払費用はほとんどが２ヶ月以内の支払期日であ
り、担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するなどの方法により、資金調
達に係る流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券 3,125 3,125 －

資産計 3,125 3,125 －
（１）社債 10,000 10,055 55
（２）リース債務 6,570 6,544 △26
（３）長期借入金 60,329 59,058 △1,271

負債計 76,900 75,657 △1,242

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額

非上場株式 193

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2022年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては以下のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めて
おりません。（（注２）をご参照下さい。）

（単位：百万円）

（注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛
金」、「短期借入金」及び「未払費用」については、短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「(１) 投資有価証券」には含めておりません。当
該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 3,125 － － 3,125
資産計 3,125 － － 3,125

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 10,055 － 10,055
リース債務 － 6,544 － 6,544
長期借入金 － 59,058 － 59,058

負債計 － 75,657 － 75,657

3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場
価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ
ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

(１) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

(２) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信
用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行
った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるた
め、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、レベ
ル２の時価に分類しております。また、固定金利によるものは、元利金の合計額
を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。なお、連結貸借対照表に計上し
ております短期借入金のうち、１年以内返済予定の長期借入金に該当するもの
は、当該項目に含めて記載しております。

8.　賃貸等不動産に関する注記
　当連結会計年度末における賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を
省略しております。

－ 29 －



2022/06/23 15:22:11 / 22857543_株式会社伊藤園_招集通知：Web開示

連結注記表

（単位：百万円）
当連結会計年度

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

リーフ 36,873
ドリンク 318,319
その他 3,242
収益認識基準適用による影響 △58,116

伊藤園 300,319
チチヤス 11,844
その他国内子会社 44,745

国内子会社 56,589
米国 31,201
その他海外子会社 5,155

海外子会社 36,357
内部取引 △29,161

リーフ・ドリンク関連事業　計 364,103
一時点で移転される財 29,745
一定の期間で移転される財 314

飲食関連事業 30,060
内部取引 △14

飲食関連事業　計 30,046
その他 9,311
内部取引 △2,691

その他　計 6,619
顧客との契約から生じる収益 400,769
その他の収益 －
外部顧客に対する売上高 400,769

9.　収益認識に関する注記
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

2.　収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「1.　連結計算書類作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　⑤　収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（単位：百万円）

2021年5月1日 2022年4月30日

契約負債 491 369

（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 合計

飲食関連
事業 188 96 55 24 4 369

3.　当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約負債の残高

当連結会計年度末現在で、契約負債の残高は、以下のとおりであります。

契約負債は、フランチャイズチェーン契約に基づく加盟金収入について、顧客か
ら受け取った前受対価に関連するものです。契約負債の減少は、フランチャイズチ
ェーン契約の契約期間にわたり、時の経過に基づいております。当連結会計年度に
認識された収益について、当期首時点で契約負債に含まれていた金額は、224百万
円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末現在で、未充足（または部分的に未充足）の履行義務に係る将

来認識されると見込まれる収益は、以下のとおりであります。これは、契約期間に
わたり、時の経過に基づいて、今後５年以内の期間にわたり収益を認識します。
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１株当たり純資産額 1,334円88銭
１株当たり当期純利益 103円92銭

１株当たり純資産額 1,339円88銭
１株当たり当期純利益 113円89銭

連結損益計算書上の親会社株主に帰属
する当期純利益

12,928百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

9,166百万円

第１種優先株式に係る親会社株主に帰
属する当期純利益

3,761百万円

普通株式の期中平均株式数 88,205千株
第１種優先株式の期中平均株式数 33,028千株

10.　１株当たり情報に関する注記
(1) 普通株式に係る１株当たり情報

(2) 第１種優先株式に係る１株当たり情報

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎

11.　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12.　その他の注記事項
(1) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計
上の見積りについて、連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施
しております。新型コロナウイルス感染症による当社グループへの影響は、事業
によって程度が異なるものの、営業利益等の減少が見込まれる事業については、
その影響が翌連結会計年度以降の一定期間に及ぶものと仮定し、会計上の見積り
を行っております。

新型コロナウイルス感染症の収束時期及び経営環境への影響が変化した場合に
は、上記の見積りの結果に影響し、翌連結会計年度以降の財政状態及び経営成績
に影響を与える可能性があります。

(2) 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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